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無電柱化の効果は「防災」、「安全・快適」、「景観・観光」の 3 種類に分類できるとされる。無電柱

化による効果は、事業前後の地価の変化等により評価する研究が進展しているが、地価の変化はすべての

効果を総合した指標であり、3 種類の効果をそれぞれ独立して評価する手法は確立されていない。本稿で

は、関連する既存文献のレビュー等により、3 種類の効果を階層的に分類するとともに、それぞれの効果

のうち定量的計測が可能と考えられる効果の計測方法について考察した。 
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1. はじめに 
 
我が国では、昭和 60 年代初頭から、電線類を地中へ

埋設するなど無電柱化について計画的に取り組まれてき

ており、一定の整備が図られてきた。しかしながらその

水準は、欧米はもとよりアジアの主要都市と比較しても

大きく立ち後れている状況 1)である。 
このような状況に鑑み、無電柱化を強力に進めるため

議員立法により、平成 28 年 12 月に無電柱化の推進に関

する法律（平成28 年法律第112 号。以下「無電柱化法」

という。）が成立した。無電柱化法に基づいて国が令和

３年に策定した最新の「無電柱化推進計画」では、「施

策を総合的、計画的かつ迅速に推進するために必要な事

項」として、「無電柱化の効果については、防災面をは

じめとする様々な効果を定量的に算出するなど、実例の

収集・分析等を進め、理解を広げるとともに、国民に向

けて無電柱化のコストや工事への理解・協力を促進する

よう努める。」2)ことが挙げられている。 
これまで無電柱化は、防災性の向上、安全性・快適性

の確保、良好な景観形成等の観点から実施してきたが、

その定量的効果についての知見は十分ではなく、また定

性的な効果としてもどのような効果があるか体系的に整

理されているとはいえない。 
本稿では、無電柱化事業の効果の定量的・総合的な評

価に向けて、無電柱化の効果に関する研究をレビューす

るとともに、無電柱化の様々な効果を体系的に整理する

ことを試みた。 
 
2. 無電柱化による効果の分類及び体系化の目的 
 
無電柱化による効果として、「防災性の向上」、「安

全性・快適性の確保」、「良好な景観形成・観光振興」

の 3 つ 3)が挙げられている。また、道路の無電柱化によ

り、沿道地域の地価が上昇すること 4), 5), 6)が定量的に明ら

かにされている。 
しかし、無電柱化による効果は多岐にわたるものの、

個別の効果は必ずしも定量的に把握できていないことか

ら、現状では無電柱化事業の効果として、多岐にわたる

効果を定性的に個別列挙するにとどまっている場合が多

い。 
無電柱化の効果をより分かりやすく示すためには、無

電柱化の様々な効果を互いに重複せず総合的に評価でき

るよう、個別の効果を適切に分類し体系化して評価する

必要があると考えられる。また、定性的にしか評価でき

ない効果については、無電柱化による効果が生じる要因

や、無電柱化により効果が生じるまでの因果関係を明ら

かにして、効果の定量的な計測・評価手法を開発する必

要がある。 
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そのため本稿では、無電柱化の効果について、多岐に

わたる個別の効果を体系化し階層的に分類すること、分

類された効果に応じた計測方法を明らかして無電柱化に

よる効果の評価手法の改良に資することを目的とした。 
 

3. 調査・分類等の考え方と手順 
 
第 2 章で挙げた無電柱化による様々な効果のうち、

「沿道地域の地価上昇」については、無電柱化による直

接的な効果ではなく、無電柱化による「防災性の向上」、

「安全性・快適性の確保」や「良好な景観形成・観光振

興」等の効果が発現したこと、または発現すると期待さ

れたことにより、沿道地域の土地の価値が向上したこと

が反映された結果だと考えられる。 
そのため、本稿では対象とする効果を無電柱化による

直接的効果と考えられる、「防災」・「安全・快適」・

「景観・観光」の 3分野を対象とし、その中でも「防災」

を対象とすることとした。防災性の向上に関する効果に

関して、既存文献や既存事例から無電柱化による効果が

生じる要因、効果が及ぶ対象、定量的な計測・評価指標

等を調査した。次に、個別の効果が重複して評価されな

いように効果の分類方法を作成するとともに、効果の分

類方法に応じて適切と考えられる指標、指標の計測方法

を考察して整理した。 
 

4. 防災性の向上に関する効果 

 
無電柱化によって防災性が向上する要因としては、電

線や電柱がなくなることにより被災が防止されること、

または軽減されることが要因として考えられる。逆に言

えば、電線が切断されたり電柱が倒壊・損壊したりする

被害を生じさせる災害に対して効果があるといえる。災

害時の被害以外にも、災害時の救助・救援活動の支障物

となる電線・電柱がなくなるという要因もあると考えら

れる。 
そこで、災害の種類別に電柱・電線の被害状況、及び

架空線と地中線の被害状況の違い等について、過去の被

災事例等を調査した。 
なお、無電柱化による効果を計測方法を示すことが研

究の目的であることに鑑み、効果が二重計上とならない

よう、無電柱化により改善される要因と災害による被害

の関係性を分類した（表-1）。 
 

 (1) 災害種類別にみた電柱・電線の被害 

a) 強風災害に係る被害 

台風や竜巻等に伴う強風災害による被害として、電柱

の倒壊・損壊や電線（電力線・通信線等）の切断が挙げ

られる。 

電柱の倒壊・損壊、電線の切断等により、道路の通行

阻害が発生し、一刻を争う救助・消化・避難・復旧活動

等の支障になるだけでなく、電力や通信などの生活イン

フラが止まるほか、電柱の倒壊により周辺の建物、設備

や車両等に二次的な被害を及ぼす。 
近年の台風による被害事例では、2018 年の台風 21 号

で1,343本、2019年の台風15号で1,996本の電柱が破損・

倒壊するなど大規模な被害が発生していた。その結果、

最大で約 93～240 万戸の停電が発生していた。また、台

風 21号では停電が 99%解消されるまで丸 5日間（120時
間）を要していた 7)。 
強風による地中線への被災リスクはほぼ無視できると

考えられるが、台風のように大雨を伴う災害の場合には

地上機器への浸水による被害が生じるリスクがあり、

2018年の台風 21号の事例では 38台の地上機器が被災し

ていた 8)。 
一般的に架空線の方が地中線よりも復旧が容易とされ

るものの、被害事例からは架空線の方が被災確率が高く、

広範囲に被害を受けると復旧に長時間を要することが示

唆される。 
 

表-1 無電柱化の効果と災害による被害の関係性 

無電柱化により 

改善される要因 

要因により生じる 

被害 

関連する災害 

電柱の倒壊・損

壊被害 

・道路の通行阻害 
（救助・消火・避難・

復旧活動等への支障） 

・停電 

・通信途絶 

・倒壊による周辺建物

等の損壊 

・強風 

・地震 

・土砂災害※ 

電線の切断被害 ・道路の通行阻害 

・停電 

・通信途絶 

・強風 

・地震 

・土砂災害※ 

・氷雪害 

電線の存在 ・救助・消火活動への

支障 

・火災 

・(災害全般) 

※土砂災害については、地中化しても地盤変状の影響を受け

ると考えられるため、本稿では対象としない 

 

表-2 台風による最大停電件数、電柱被害状況 7) 

年 
災害名 

（主な被災） 
最大停電件数 電柱の破損・倒壊等 

2018 

台風21号 

(関西電力) 
約240万戸 1,343本 

台風24号 

(中部電力) 
約180万戸 206本 

2019 

台風15号 

(東京電力) 
約93万戸 1,996本 

台風19号 

(東京電力) 

約52万戸 

(うち東京電力44万戸) 
683本 

※2018年台風21号及び24号について、最大停電件数は全電力会社の合

計、電柱の破損・倒壊等は主に被災電力会社の管内のみ 

第 68 回土木計画学研究発表会・講演集

 2



 

 

b) 地震災害に係る被害 

地震災害においても、電柱の倒壊・損壊や電線（電力

線・通信線等）の切断等の被害が生じることは同様であ

る。ただし、地震時においては地中にある電線類も被害

を受ける可能性があることに留意が必要である。地震に

よる被害は更に詳細に分類すると、震動によるもの、津

波によるもの、液状化によるもの等に分類できる。 
東日本大震災及び阪神・淡路大震災における電力線・

通信線の被害状況を見てみると、架空線に比べ地中線の

被害率が低くなっていた（表-3）9)。 
 
また、液状化の被害は地中線の方が大きくなるという

指摘もあるが、東日本大震災時の千葉県内の液状化エリ

アにおいては、地中線が架空線の1/10程度の被害率であ

った 10)。これは、架空線は液状化による電柱の沈下や傾

斜等が原因で被災した一方、地中線は電線共同溝等の地

中構造物が地震時の伸縮量を吸収できる継手構造を用い

る等、耐震性に配慮した設計となっているため被害が少

なかったと考えられる。 
 

c) 火災に係る被害 

火災においては、架空線の場合は建物と共に焼失する

ことにより被災しやすい。そのため、内閣府による首都

直下地震の被害想定 11)においては「電柱焼損数」及び

表-3 過去の地震による電力線・通信線の被害状況 9) 

※1：NTT 神戸支店・神戸西支店管内（概ね神戸市内）でサービスの供給に支障が生じた設備延長の割合（地中線はマンホール間距離、架空線は電

柱間距離） 

※2：震度7の地域でサービスの供給に支障が生じた区間・設備数の割合（地中線はマンホール間、架空線は電柱） 

※3：ケーブルの断線が発生した区間の割合（地中線はマンホール間、架空線は電柱間） 

［地震動エリア］ （岩手県）宮古市（栃木県）宇都宮市、小山市、佐野市、日光市、鹿沼市、真岡市、那須塩原市、足利市、栃木市 

［液状化エリア］：（千葉県）千葉市、浦安市、船橋市、津田沼市、幕張市 

［津波エリア］ ：（岩手県）野田村、久慈市（宮城県）塩釜市、岩沼市、石巻市、名取市 

※4：供給支障に至らなかった場合を含む 

※5：供給支障に至ったもの（上記以外に電柱の傾斜・沈下が約 6,000 本あり、一部は供給支障につながっているとみられるが、詳細な内訳は不明

であるため含めていない） 

※6：供給支障に至ったもの（上記以外に電柱の傾斜・沈下等が約23,000本あり） 

 

表-4 防災性向上効果の分類および計測可能性がある効果指標 

効果の分類 具体的な効果 効果の受益範囲 計測可能性がある効果指標 

通行阻害の防止・軽減 ・救助・消火・避難・復

旧活動等の円滑化 

・沿道地域 

（地方公共団体・消防・警

察・道路管理者等含む） 

・道路利用者 

・通行阻害発生箇所数（または発生率） 

・通行阻害の解消に要する時間 

・救助・消火・避難・復旧活動等のため

の移動時間 

周辺建物等への被害軽減 ・電柱周辺の建物・設

備・車両の被害軽減 

・沿道地域 

・道路利用者 

・電柱の倒壊等に伴う周辺の建物・設

備・車両の被害件数（又は被害額） 

停電・通信障害の防止・

軽減 

・電力・通信サービスへ

の影響軽減 

・沿道地域 

・電力・通信サービス利用者 

（電力・通信サービス事業者

含む） 

・停電・通信障害の発生件数 

・停電・通信障害の解消に要する時間 

・停電・通信障害に係る復旧費用 

電線の存在による救助・

消火活動への支障防止 

・救助・消火活動の円滑

化 

・沿道地域（消防含む） ・（救助・消火活動において電線を回避

することによる追加時間） 

注）「計測可能性がある効果指標」において、太字の指標は既存の計測事例が判明しているもの 
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「建物焼失軒数」から「停電軒数」を算出していた。 
また架空線の場合、電線・電柱の存在がはしご車によ

る消火や救助活動の障害となっており、感電防止のため

の警報器の携行や、架空線を回避するための先端屈折式

はしご車の導入などの対応が必要となっている 12)。 
 

(2) 効果の分類及び指標の抽出 

(1)の災害等の事例から、表-1の無電柱化の効果と災害

による被害の関係性に基づき、無電柱化により防止・軽

減される被害を分類し、それぞれの被害が防止・軽減さ

れることが無電柱化の効果であると定義して分類した。

その結果、防災性向上の効果は、a)～d)の 4 種類に分類

された。 
次に、各効果の計測を念頭に置いて、それぞれの効果

の受益範囲を設定するとともに、既存の文献や事例調査

結果から、それぞれの効果を表す指標のうち計測可能性

があると考えられる指標を抽出して整理した（表-4）。 
今後、定量的に防災性向上の効果を定量的に評価する

ためには、「効果の分類」ごとに効果を定量的に把握す

る必要があるが、効果が大きいと想定される分類を優先

して定量的評価手法を確立していくことが望ましいと考

えられる。 
 

5. まとめと今後の課題 

 
本稿では、無電柱化による効果のうち防災性の向上効

果に着目し、既存の文献や事例の調査結果に基づき、防

災性の向上にかかる様々な効果の分類方法について、互

いに重複しないような 4種類の分類を提案した。また、

防災性の向上の定量的評価手法の確立に向けて、分類ご

とに効果の受益範囲および計測可能性がある効果指標を

特定して整理した。 
今後は、提案した分類に基づき、無電柱化による防災

性の向上効果について定量的評価方法を検討してりたい。 
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